













































































































































































　　大  統  領　三宅正一　　衆議院副議長
　　副大統領　本間雅彦　　元佐渡農高講師
　　農林特別　西丸震哉　　農水省食品総合
































































































































































































































































































年　度 全　国 佐　渡 比　率
昭和２８年度
平成元年度
２年度
３年度
４年度
５年度
６年度
７年度
８年度
９年度
１０年度
１１年度
１２年度
１３年度
１４年度
１５年度
１６年度
１７年度
１８年度
７．４２
１２８９．５４
１２９１．５４
１３５８．８２
１４２６．０７
１４９７．５９
１５６０．４９
１６４９．９６
１７２０．５２
１７４５．９９
１６３３．９３
１６７９．４８
１７１３．０７
１５８８．０６
１４１４．１９
１３１０．００
１２１０．７５
１０９５．５１
９５５．３２
１．１０
１８０，１７
１６８．７７
１８５．４７
１９８．６７
２１４．０５
２２２．９２
２４１．１８
２６１．８６
２６３．９６
２４３．４６
２５２．５４
２５８．５５
２４６．８５
２２６．６６
２１９．０６
２０２．４５
１７０．９６
１５０．８１
１４．８
１４．０
１３．１
１３．６
１３．９
１４．３
１４．３
１４．６
１５．２
１５．１
１４．９
１５．０
１５．１
１５．５
１６．０
１６．７
１６．７
１５．６
１５．８
（金額単位は億円）　　　　　　（佐渡市資料より作成）
3.4　離島振興法と佐渡
　離島振興法に基づく国庫補助の佐渡をはじめ
とする日本島嶼の社会資本整備への貢献は甚大
である。島嶼を本土並みの経済・生活レベルに
高めようとする戦後日本の情熱の所産が離島振
興法であったといえよう。佐渡に投下された国
庫補助金は巨額に上るが、これにより佐渡の社
会資本整備は飛躍的に増大した。
　しかし手厚い保護政策が、長期的視野でみた
場合にどのような影響があったのか、佐渡の
人々が深く考察しなければならない重い課題で
あろう。
　離島振興法の制定に大きく貢献した民俗学者
の宮本常一は、日本の島嶼を歩き回り日本社会
の源流を孤島に求めた姿勢が高く評価されてお
り、死後もその評価はいささかも衰えていない。
宮本は佐渡を念頭に島社会観を以下のように述
べていた 6）　。
　　つまり島とは四囲を海にめぐらされて地域
　　的にある独立性をもちつつ、社会経済的に
　　は本土へ何らかの形で従属的に結びつかね
　　ばならない運命を持った世界であった。
　この視点は離島振興法の根本理念であった。
離島振興法制定以後５５年目を経過した今日の
佐渡などの日本島嶼の現状について、泉下の宮
本はどうみているのであろうか。
　一方「佐渡独立論」の走狗となって宣伝これ
務めた永　六輔なる人物は、底抜けに明るい島
嶼論を述べている７） 。
　　島は最も小まわりのきく自治体であるはず
　　ですから、島全体がこうしようと考えれば
　　できてしまう。だから行政の手で島をよく
　　することを考えるよりも、むしろ島の人た
　　ち自身が離島補助の予算を握りどうするか
　　を考えたほうがよいのです。島がよくなら
　　なければ日本はよくならないのです。
　マスコミ・テレビなどで活躍している永　六
輔に現段階での島嶼論を聞きたいものである。
　離島振興関連予算はここ数年来激減している
が、佐渡も例外ではない。国は島嶼に自立と創
意工夫を求めており、佐渡に離島振興法の適用
解除を申し渡される日が来るかも知れない、ま
た時限立法である同法が廃棄される可能性がな
いとは断言できまい。どのような事態になろう
とも、佐渡は本土並みかそれ以上に発展できる
ような「自力更生」の処方箋を作成する努力を
今こそ定立する時期にあるように思う。
４．佐渡近代史に学ぶ
　佐渡振興策を定立するうえで、私は佐渡近代
史に真摯に学ぶことを提唱したい。紙幅の関係
で論証は今後に期すこととして、概要のみを述べ
ておこう。
4.1　全国化＝普遍化への道
　明治６年から１０年まで佐渡でも実施された
地租改正事業では、佐渡は大幅に減税となった。
それと同時に佐渡にあった特殊な土地・税制が
「佐渡独立論」と離島振興法
ー 40ー
解消するなど、旧慣的諸制度の解体が進んだ。
明治維新期に佐渡へ渡来した奥平謙輔の改革は
一時的であったが、地租改正事業は国家による
恒久的・構造的な改革であった。この段階で佐
渡は近代化の道（全国化＝普遍化）を歩みはじ
めたといえよう。
　この点からみれば、明治十年代初頭の自由民
権運動は全国的潮流で惹起した政治活動であっ
て、松本健一が評価するほどのものではなかっ
たのではなかろうか。むしろ地租改正事業によ
る近世期までの土地・租税構造の解体とこれに
随伴する佐渡社会の急激な変革が、佐渡自由民
権運動を規定したのである。
　佐渡鉱山の近代化、越佐航路・海底電線敷設、
農業技術振興、産業組合設立、初等・中等学校
設立振興などにみられる官民あげての近代化運
動は、戦前期までの佐渡の高揚期を促進してい
たのである。佐渡近代史（戦前期迄）研究が焦
眉の急であることを強調したい。
4.2　非全国化＝非普遍化の系譜
　政治・産業経済等の急激な近代化に対して、
伝統的文化、反体制的批判精神が伏在的にみら
れることが、佐渡社会の特徴であった。ただこ
れらの潮流は全国化＝普遍化への道を否定する
ものではなかった。この視座を欠くと、島外人
の提唱する安直な「佐渡独立論」や「佐渡島コ
ンミューン論」などの幻想に陥ることになるの
ではないか。
　しかしながら、佐渡の思想や文化は伝統性と
独創性を濃厚に包摂しており、政治・産業経済
等での全国化＝普遍化に同調しない「心」の非
全国化＝非普遍化の思想的系譜が佐渡人の心情
にあった。この心情は青野季吉の「佐渡人は小
さいながらに大きいといふ、矛盾した性格」と
の絶妙な佐渡人観に通底するのである。
　佐渡の生んだ代表的人物 ― 森　知幾・長谷
川　清・柏倉一徳・北　一輝・北　昤吉・本間
雅晴・青野季吉、また佐渡にあって活躍した人々
も、日本社会の体制派への不同調、体制派にな
ることへのこだわり、含羞感・実直性・正義感
などを共有していた。この「心」の非全国化＝
非普遍化を佐渡史の脈絡のなかで解明すること
が必要ではなかろうか。今後の課題としたい。
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1)　青野季吉　『佐渡』　佐渡郷土文化の会
　　昭和５５年（なお本書は昭和１７年に小山
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2)　松本健一『孤島コンミューン論』所収
　　現代評論社　昭和４７年
3)・4)　『離島統計年報』　財団法人日本離島セ
　　ンター　平成１４年
　　『離島統計１５年の歩み』　新潟県　
　　昭和４９年
　　『離島ハンドブック』　財団法人日本離島セ
　　ンター　昭和６０年
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　小稿は、平成１８年６月２４日の新潟県明治
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